
 

 

 

 

諮問番号：令和元年度諮問第 2 号 

答申番号：令和元年度答申第 2 号 

 

答 申 書 

 

桜井市行政不服審査会 

 

第 1 審査会の結論 

審査請求人が令和元年 10 月 15 日に提起した処分庁 桜井市長による平成 31

年度（平成 30 年度分）市県民税税額変更（決定）通知書についての審査請求は、

棄却されるべきである。 

 

 

第 2 審理関係人の主張の要旨 

1 審査請求人の主張の要旨 

(1) 本件処分に係る案内文書に、不明点等は担当者へ連絡する旨の記載が 

あり、内容確認のため税務課の窓口を訪れたが、税務課職員（以下「職員」 

という。）は申告について何ら説明なく、審査請求人が内容を理解してい 

ないにもかかわらず書面に署名押印を求めた。 

 そのため、審査請求人は市民税の申告をしたという認識がなく、本件処 

分がなされたことは違法であるとして、その取消しを求める。 

 また、平成 30 年度市民税・県民税申告書（以下「申告書」という。）に 

所得金額を記載する際、記載欄を間違っていたようであるが、職員は審査 

請求人に確認することもなく、矢印で訂正をした行為は、刑法第 159 条及 

び同法第 161 条の私文書偽造及び偽造私文書行使に当たると主張する。 

 再反論書において、審査請求人は、申告書の筆跡が審査請求人のもので 

あることを証明するため、処分庁が証拠として提出した課税・非課税証明 

書交付申請書は、証明書交付事務を行うために得た審査請求人の個人情 

報であり、筆跡照合のために取得したものではないことから、目的外利用 

にあたり、桜井市個人情報保護条例（平成 13 年条例第 17 号。以下「保護 

条例」という。）第 9条の 2に違反すると主張する。 

 審査請求人は、職員が当該所得について、経費の確認を行ったとしてい 

るが、何ら確認はなかったうえ、申告後に本件処分が行われる旨の説明も 

一切なかったと主張し、職員は市民に対し適切な説明を行う義務がある 



 

にも関らず、それを怠り本件処分をしたことは、日本国憲法（以下「憲法」 

という。）第 15 条及び地方公務員法第 30 条並びに同法第 33 条に違反す 

ると主張する。 

 また本件処分を違法として審査請求をしているにも関わらず、市税の徴 

収金の徴収は停止されず、本来ならば紛争中は執行を停止する等の措置 

を講じるべきであるのに、これを怠ったことは憲法第 16 条に違反すると 

主張する。 

 

(2)行政不服審査法第 76 条に基づく主張書面について 

ア 処分庁は地方税法及び桜井市税条例に基づき、本件処分を行ったこと 

自体は適正と主張しているが、審査請求人は本件処分に審査請求して 

いるのではなく、それ自体は何ら関係ないことであり、審査請求理由は、 

日本国憲法第 15 条、地方公務員法第 30 条及び第 33 条並びに刑法第 

159 条及び第 161 条違反であると主張している。 

イ 審理員意見書第 1、2において「審査請求人は（中略）持参し申告を 

行った」とあるが、事実と異なり、結果として申告を行ったことになっ 

ているが申告の事実はないとし、また、審理において重要な事項である 

反論書 3 の③の記載がないと主張している。 

ウ 経費を考慮すれば課税対象外となり得る所得であるにもかかわらず、 

審理員意見書第3、2において「経費の確認がなされなかったとしても、 

一定の基準を超える所得があることから」との記載については根拠が 

不明であり事実と異なると主張している。 

エ 処分庁の弁明書において、申告書の筆跡照合のため、処分庁が課税非 

課税証明書交付事務を行うための申請書の個人情報を使用したことに 

ついて、審理員意見書第 3、2において、保護条例第 9 条第 1項ただし 

書きにおける第 5号をもとに違法な点はないとしているがその正当な 

理由はないと主張している。 

オ 審理員意見書第 3、2において「審査請求人に具体的な不利益等があ 

ったとまではいえない」としているが、審査請求を行わなければならな 

くなった機会損失及び精神的苦痛や権利義務の侵害行為などは不利益 

であると主張している。 

カ 審査請求中に税の徴収の執行停止をしなかったことについて、審理 

員意見書第 3、2において行政不服審査法第 25 条第 1項「審査請求は 

処分の効力、処分の執行又は、手続きの続行を妨げない」を理由に違法 

な点は認められないとしているが、処分の執行を停止してはならない 

とまでは規定されておらず、行使していないに過ぎないと主張してい 



 

る。 

 

2 処分庁の主張 

 審査請求人に未申告所得が判明したため、案内文書を送付したところ、審 

査請求人より未申告所得の支払調書の提示があったので、申告書に必要事 

項記入いただき、それに基づき本件処分を行った。 

 審査請求人は、「何の説明もなく署名押印した申告書に基づく本件処分は 

違法であり、申告した事実もない」と主張するが、案内文書を見て来庁し、 

支払調書を提示し、経費の有無について回答していることから、審査請求人 

は申告のために来庁したことは明らかである。また、申告書の申告金額の記 

入についても、審査請求人の筆跡であると判断できる。 

 未申告所得は、地方税法第 315 条の規定により、市独自の調査に基づいて 

所得算定ができることから、納税義務者からの申告が無い場合であっても 

賦課処分が可能となっているが、支払調書は課税に有効な資料であり、経費 

の確認を行うことで正確な賦課処分ができる。また、納税義務者への周知と 

理解を求める観点から、申告期間を一定期間設定し、納税義務者本人からの 

申告を求めるものである。本来ならば平成 29 年中の所得は、平成 30 年 3 月 

15 日までに申告しなければならないが、当該未申告所得は、税務署の法定 

調書資料から判明した所得であり、地方税法第 315 条の規定により、納税義 

務者からの申告が無い場合であっても賦課処分ができることから、本件処 

分は、地方税法及び桜井市税条例に基づき適法に行われたものであると主 

張している。 

 

     

第 3 審理員意見書の要旨及び審査庁の諮問に係る判断 

1 審理員意見書の結論 

本件審査請求には理由がないため、棄却されるべきである。 

 

2 審理員意見書の理由 

(1) 本件処分に係る法令等の規定について 

ア 地方税法第 45 条の 2において、納税義務者は、3月 15 日までに個人 

の県民税の申告書を市長に提出しなければならないとしている。 

イ 地方税法第 315 条第 2号において、市町村は、その者が申告書を提出 

せず、かつ、政府が同号の決定をしない場合においては自ら調査し、そ 

の調査に基づいて算定するとしている。 

ウ 地方税法第 317 条の 2第 1項及び桜井市税条例第 36 条の 2第 1項に 



 

おいて、納税義務者は、3月 15 日までに市民税の申告書を市長に提出 

しなければならないとしている。 

エ 桜井市税条例第 36 条の 4第１項において、市民税の納税義務者が提 

出すべき申告書を正当な理由がなくて提出しなかった場合又は申告す 

べき事項について正当な理由がなくて申告をしなかった場合において 

は、その者に対し、10 万円以下の過料を科するとしている。 

 

(2) 本件処分の違法性及び不当性について 

ア 税務署の法定調書資料により審査請求人に平成 29 年中の未申告所得 

が判明したことから、処分庁は、審査請求人に対し申告について案内文 

書を送付し、審査請求人自らが来庁し、持参した支払調書を課税資料と 

して、関係法令に基づき本件処分を行っており、その手続き上、何ら違 

法な点は認められない。 

なお、地方税法第 315 条において、市自らの調査に基づいて所得を算 

定できることから、審査請求人からの申告がない場合であっても賦課処 

分は可能であることから、本件処分については、違法又は不当な点は認 

められない。 

イ 所得に対する経費の有無の確認及び本件処分について、審査請求人は 

確認及び説明がなかったとしているが、この事実を認めるに足りる証 

拠が存在せず、仮にその事実の存在が認められたとしても、そのことに 

よって適法に算定された市民税の税額が当然に違法となることはない 

のであって、本件処分が、違法又は不当と判断される余地はない。仮 

に、経費の確認がなされなかったとしても、審査請求人には、一定の基 

準を超える所得があることから、経費の有無にかかわらず、等しく同じ 

額の市民税（均等割）が賦課されることとなることから、何ら違法な点 

は認められない。 

ウ 審査請求人が本件処分の違法性の根拠として主張している地方公務 

員法第 30 条及び同法第 33 条は、公務員の基本的な責務について定め 

るものであり、本件処分とは何ら関係のないものである。 

エ 職員が、申告書の金額欄の誤りを審査請求人に説明もなく、矢印で訂 

正したことが、刑法第 159 条及び同法第 161 条に違反すると主張して 

いるが、提出された申告書にこのような軽微な追記を行うことは、職員 

の権限内の行為であり、審査請求人が、雑所得を公的年金等の欄に記入 

していたが、審査請求人が提出した支払調書からは、その他の欄に記入 

すべき所得であることが明らかであったことから、職員が正しい記載 

位置を矢印で記入したものであり、この行為に違法な点は認められな 



 

い。 

オ 審査請求人は、申告書の筆跡が審査請求人のものであることを証明す 

るために、処分庁が、課税・非課税証明書の交付事務を行うために取 

得した申請書の個人情報を使用したことは、保護条例第 9条の 2に違 

反すると主張しているが、本条文は特定個人情報の利用の制限につい 

て述べたものであり、本件にはあてはまらない。審査請求人が、申告書 

に署名押印の事実はあるが、金額は記入していないと主張したことか 

ら、処分庁が審査請求人によって金額が記載されたことを立証するた 

めに、申請書を証拠書類として提出するに至った。 

個人情報の目的外利用は原則禁止されているが、申請書は処分庁が 

申告書の筆跡を証明するために審理員に提出された証拠書類で、保護 

条例第 9 条第 1 ただし書きにおける第 5 号の例外規定により、個人情 

報を同一実施機関へ提供する場合であって、当該個人情報を提供する 

ことに相当の理由があり、かつ、提供しなければ当該事務の目的の達成 

又は円滑な執行に著しい支障が生じるおそれがあると認めるときはこ 

の限りでないとしていることから、何ら違法な点は認められない。 

カ 審査請求中は市税にかかる徴収金の執行を停止すべきであるにも関 

わらず、それが執行されたことを不服としているが、行政不服審査法第 

25 条第 1 項において、「審査請求は、処分の効力、処分の執行又は手続 

きの続行を妨げない。」とある。これは、執行不停止を原則とすること 

を明らかにするものであり、審査請求がされた場合でも、処分はなお効 

力を有し、処分庁は、本件処分を実現させる措置をとることができるも 

のであり、何ら違法な点は認められない。 

 処分庁の行為が憲法に違反するかどうかについては、憲法違反の判断 

は審理員の権限外のことであるので、審理の限りではない。 

 

（3） 上記以外の違法性又は不当性について 

 本件処分のほか、職員の対応等が違法又は不当、あるいは不適切である 

旨主張するが、市として適正な事務を行い、説明責任を全うすることは、 

税の公平公正な賦課徴収及びこれに対する信頼確保のために不可欠であ 

り、職員もこのことについて厳重注意を受け、猛省しているところである。 

ただし、この点については、職員の接遇マナーの徹底並びに処分庁の今後 

の事務処理において改善されるべき点ではあるが、審査請求人に具体的 

な不利益等があったとまではいえず、また、そのことによって、算定され 

た税額が当然に違法となることはなく、本件処分に影響を及ぼすもので 

はないから、本件処分に違法又は不当な点は認められない。 



 

 

 

3 審査庁の意見 

審理員意見書のとおり、棄却が適当である。 

 

 

第 4 調査審議の経過 

当審査会は、本件審査請求について、次のとおり調査審議を行った。 

年 月 日 経 過 

令和元年 12 月 27 日 審査庁から諮問書の受理 

令和元年 1 月 20 日 審査請求人から主張書面を受理 

令和２年  1 月 27 日 審議 

令和２年  2 月 17 日 審議 

  

 

第 5 審査会の判断の理由 

1 審査会の権限 

本審査会は処分庁によってなされた処分が法令や条例の正しい解釈に基づき 

適正に行われたかのみを審査するものである。 

 

2 審理員による審理手続きについて 

本件審査請求に係る審理員による審理手続について、適性に行われたものと

認められる。 

 

3 本件処分について 

(1) 法令等の規定について 

上記第 3、2、(1)の通りと認められる。 

 

(2) 本件処分の違法性、不当性について 

審理員意見書のとおり、本件処分は関係法令の規定に基づき適正に行われた 

ものであり、違法又は不当なところは認められない。 

 

4 行政不服審査法第 76 条に基づく主張書面について 

(1) 審査請求人は地方税法及び市税条例に基づき賦課処分を行ったこと自体 

に審査請求をしておらず、憲法、地方公務員法、刑法、保護条例等の違法行 

為により作成された通知書の無効（取消）を求めているとしているが、前述のと 



 

おり、本審査会は処分庁によってなされた処分が法令や条例の正しい解釈に 

基づき適正に行われたかのみを審査するものである。処分の違法性そのもの 

についてが争点でない場合、審査請求人の当該主張は行政不服審査法にお 

ける審査の対象外で、不適法却下の手続きとなるところであるが、審査請求人 

が主張する違法行為により作成された通知書が無効であり、その申告書に基 

づき賦課処分されたことは無効であるとの主張と解釈し、本件処分については 

地方税法、桜井市税条例に基づき適正に賦課処分されており、違法、又は不 

当な点は認められない。 

（2） 審査請求人は、処分庁から届いた申告についての案内文書の内容につい 

て、「確認」のため来庁したのであり、「申告」の事実はないと主張している。しか 

し、処分庁からの「平成 31 年度市民税・県民税の申告について」の案内文書 

を受けて来庁し、支払調書を提示し、標題に「平成 30 年度市民税・県民税申 

告書」と記載された書類に署名捺印していることから、客観的には自らの意思 

で申告したものと判断される。仮にそうでなかったとしても、税務署の法定調書 

資料から判明した当該未申告所得については、地方税法第３１５条の規定によ 

り、納税義務者が未申告の場合でも賦課処分ができることから、本件処分は適 

法である。 

（3） 経費を考慮すれば課税対象外となり得る所得であるとの主張については、 

処分庁による桜税発○○号。弁明書 3、(1)本件処分の内容において、審査 

請求人が 10 月 3 日に来庁した際、処分庁において経費の確認を行ったが、 

「無い」との回答があったとし、審査請求人が記載した収入金額に基づき賦課 

処分されており、何ら違法な点は認められない。 

（4） 審理員意見書第 3、2「審査請求人に具体的な不利益があったとまでは言え 

ない」との主張については、行政不服審査法は、処分庁の違法又は不当な「処 

分」により侵害された自己の権利利益の救済を図るものであり、本件賦課処分 

については、違法又は不当な点は認められないため、審査請求人が主張する 

不利益は、「処分」による審査請求人への具体的な不利益とまでは言えない。 

 

4 結論 

処分庁が本件処分を行ったことについて何ら違法又は不当な点は認められな 

いとした審理員の意見は妥当である。 

以上の内容を踏まえると本件審査請求人の主張に理由がないことから、当審 

査会は第 1 記載のとおり判断するものである。 
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